第11回大阪府食の安全安心推進協議会

日時：　平成24年２月15日（水曜日）　10時～11時43分
場所：　ＫＫＲホテル大阪　星華の間

事務局（山本　大阪府健康医療部食の安全推進課長）
　ただいまより、第11回大阪府食の安全安心推進協議会を開催させていただきます。
本日は何かとご多用のところご出席をいただき、心より御礼申し上げます。私、本日の司会進行を務めさせていただきます、大阪府健康医療部食の安全推進課長の山本でございます。

それでは、開催にあたりまして、大阪府の綛山副知事よりごあいさつ申し上げます。

綛山副知事
　おはようございます。あいにくの雨でございまして、朝早くから、出にくい中をご参集いただき、心より御礼申し上げたいと思います。日ごろから府政推進に何かとご指導、ご理解いただき、この場をお借りしまして御礼を申し上げたいと思います。

　東日本大震災が３月11日に発生し、まもなく１年を迎えようとしています。福島で原発事故が起こり、その放射性物質の影響が現在も続いています。今もなお、福島県をはじめ周辺自治体の避難をされている方、あるいは食品の出荷制限等々課題が残されているところでございます。
　大阪府におきましては、府内に流通いたします食品の安全性確保のため、出荷制限等が指示された食品の流通監視の強化を行っておるところでございます。また、昨年８月から、大阪府立公衆衛生研究所におきまして、流通する食品の放射性物質にかかるモニタリング検査を実施し、検査結果については、本府のホームページで公表することといたしております。

　引き続き、流通する食品の監視・検査を実施するなど、食の安全と安心の確保に努めますとともに、府民の皆様の不安を解消できますよう、積極的に情報交換に取り組んでいきたいと考えております。

　今日は、「大阪府食の安全安心推進条例」に基づきます「大阪府食の安全安心推進計画」の第２期計画の策定について諮問させていただき、ご審議をお願いする予定をしております。先生方には、食の安全に関する専門家として、また食品関連事業者や消費者のご代表として、積極的なご意見をちょうだいしたいと考えておりますので、よろしくお願い申し上げます。活発な議論による協議会のご盛会と、ご出席の皆様のますますのご健勝、ご多幸を祈念申し上げ、第11回大阪府食の安全安心推進協議会開催にあたりましてのごあいさつとさせていただきたいと思います。
よろしくお願いいたします。
事務局（山本　大阪府健康医療部食の安全推進課長）
　綛山副知事、ありがとうございます。それでは、ここで、大阪府食の安全安心推進協議会中村会長からごあいさつをお願い申し上げます。

中村会長
副知事ありがとうございました。お忙しいところご出席いただきまして本当にありがとうございます。副知事からもお話がありましたように、東日本大震災からそろそろ１年がたちますけれども、一番問題なのは、今おっしゃった放射性物質が食べ物にどう関わりあってくるか。これは、１年や２年では終わらないかもしれない。しかも、土の中にあるものがどうなっていくかということも含めて考えていかなければいけません。大阪は場所としては離れてはおりますけれども、食べ物ということではきちっと考えていかなければいけないと、今お話を伺いながら思っておりました。

　ただ、地震・津波と原発事故は、大変つらいものでしたけれども、多くの日本人が、それまでややないがしろにしてきた農林水産という一次産業や食べ物に関心を持つきっかけになったのではないかと思います。マイナスをプラスにする機会にしたいというのが、今、私が思っていることです。

　この協議会は、大阪という土地柄を生かし、食べ物こそ生活の基本だという認識で進めております。これも何度も申し上げていることですが、食べない人はいません。自分は農業だ、自分は販売業だ、消費者だということにこだわらず、みんなで食べ物のことを考えていくというのがこの会です。本当に皆さん、これまでも熱心によい議論をしてきてくださったことに御礼申し上げます。大阪での先進的な作業という自負を持って、これからも食のことを考え続けていきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。

事務局（山本　大阪府健康医療部食の安全推進課長）
　中村会長、ありがとうございます。それでは、大阪府食の安全安心推進計画の諮問に移らせていただきます。綛山副理事から、中村会長に諮問書をお渡しいたします。

綛山副理事
　第２期大阪府食の安全安心推進計画を策定するにあたり、大阪府食の安全安心推進条例第８条第２項の規定に基づき、貴協議会の意見を求めます。大阪府知事　松井一郎
＜綛山副知事より、中村会長へ手渡し＞

事務局（山本　大阪府健康医療部食の安全推進課長）

　ここで、綛山副知事は次の公務のため、ご退席されます。ありがとうございました。

＜綛山副知事　退席＞

　それでは、本日お手元に配付いたしております資料の確認をさせていただきます。不足等がございましたら、事務局までお申し付けください。

（資料確認・略）

　それでは次に、委員の皆様の定数の確認をさせていただきます。本協議会は、大阪府食の安全安心推進協議会規則第６条第２項によりまして、委員の過半数が出席しなければ会議を開催することができないことになっております。ただいまのご出席の委員の皆様は22名で、委員総数23名の過半数に達しており、定足数を満たしておりますことをご報告申し上げます。平川委員につきましては、所用のためご欠席でございます。

　それでは以降の進行につきましては、中村会長、よろしくお願いいたします。

中村会長
　それでは、次第に沿って議事を進めてまいりますので、よろしくお願いいたします。

　この会議は全て公開となっております。事務局で議事録を作成し、府のホームページなどで公表していただくようなっております。

　議事の２は、「大阪府食の安全安心推進協議会部会の実施報告について」となっております。
資料１のとおり、事業者あり方検討部会が１回、情報発信評価検証部会が１回開かれておりますので、両部会長からご報告をお願いいたします。

小田部会長
　平成23年11月22日に開催いたしました第９回事業者あり方検討部会では、食の安全安心推進条例第18条「顕彰」のあり方について検討いたしました。

　現在大阪府では、顕彰制度としまして、食品衛生関係を対象とした大阪府知事表彰と「大阪産（もん）五つの星大賞」というものがあります。概要説明を受けた後、顕彰制度について検討いたしました。その際、いくつかの意見があったわけですが、一つは、既存の表彰の良さ、見直すべき点ということなどを検討しながら、新たな顕彰制度をつくる際に、これらの既存のものとの違いを明確にする必要があるということが、まず確認されました。

　「顕彰」という非常に抽象的な議題ではありましたが、新たな顕彰制度に求めるものとしまして、大阪らしさを盛り込む、また、これで表彰されたことで取組みや制度、施設といったものの知名度を上げる、また、既存事業のＰＲなども必要であるということで、かつ、慣例や年功序列にならないということなども議論されました。
これらの意見をもとに、さらに具体的な方向へ議論を進めて、最終的には「顕彰のあり方」という提言の形でまとめていきたいと考えております。

音田部会長
　情報発信評価検証部会は、去る１月24日に第５回を行いました。

　今回の部会では、今年度一番関心が高かった「食品中の放射性物質に関する情報提供について」をメインとして、評価を行いました。もう一つが「食の安全安心メールマガジンのアンケート結果について」です。この二つの議題で会議を進めました。

　「食品中の放射性物質に関する情報提供について」ですが、ホームページ、報道提供、メールマガジン、リスクコミュニケーション、講習会、いろいろな形で食品中の放射性物質に関する情報提供がなされています。それについての報告を受けて、いろいろな意見、評価をいただきました。回数的にも内容的にもたいへんよく情報提供されているということでした。

　ホームページに関してはアクセス件数も多くなっていまして、特に７月から８月にかけて件数が増えておりますのは、７月13日にテレビで、高濃度の放射性セシウムで汚染された稲わらを食べた牛の肉が流通したことが判明し、自主回収を行っていることについて大阪府のホームページで情報提供しているニュースが流れたということで、アクセス件数が大変増えたという説明を受けております。

　そういった緊急時の対応がホームページ等で速やかに情報提供できている点というのは大変評価できると思うのですが、ホームページそのものが６月にリニューアルされまして、以前に比べると大変読みやすく、分かりやすくなっているものの、トップページから目的のページにいくまでに多少時間がかかるということ、また、放射性物質についてはトップページの震災関連の情報から入るというアクセス方法があるんですが、その点が分かりにくいという意見がありました。できれば大阪府のトップページから、放射性物質の取組みが一目で分かるような情報提供ができればいいのではないか、という意見が出てまいりました。

　先ほどの高濃度の放射性セシウムで汚染され稲わらを食べた牛の肉に関する報道では、大阪府は、牛肉を販売し、自主回収している販売店名等の公表も行ったということで、かなり踏み込んだ情報提供がされましたけれども、すでに消費してしまった分については、いたずらに不安を増すということから、販売店名は公表しなかったということでした。委員からは、そのような情報も提供したほうがいいのではないかという意見がありましたが、行政の対応としてはなかなか難しいかと思います。これは、今後の検討課題ではないかという意見が出ておりました。

　放射性物質に関する危機管理の情報については、すべて公表することを原則としていただきたいという意見が委員としては大勢を占めた感じです。

　リスクコミュニケーションの実施にあたっては、食の安全安心シンポジウムが『放射性物質と食を考える』というテーマで開かれ、定員をかなり上回る申し込みがあったということでした。　シンポジウムのパネリストとして当部会の委員の先生方も何人か出ていただきましたので、当日の様子等の報告をお聞きしましたけれども、府民の方は大変不安を持っていて、その不安を解消するだけの情報はなかなか得にくい。リスクコミュニケーションのあり方や、開催者の意図と実際に参加される方の思いがかみ合わない面があって、例えばもっと会場との交流時間を設ける等の工夫が必要ではないか、という意見が出ておりました。

　メールマガジンについては、108回の配信が行われていまして、そのうち緊急情報が97回あり、これは回数としてはかなり多いことではないかと思います。全体の中で放射性物質に関する情報提供が今年度は大変多かったというのが特徴で、放射性物質に関する情報はきめ細かに配信すべきであり、これからもタイムリーな情報発信に期待するという意見が多く出ておりました。

　この食の安全安心メールマガジンに関しましては、アンケートを行いまして、結果が出ております。メールマガジンの登録件数は5,410件ですから、かなり登録件数が増えているのですが、このアンケートに答えていただいた方は、回答者数は471名です。人数的には少ないのですけれども、文字数、情報量、配信回数、内容については「ちょうどよい」という意見が大勢を占めていて、情報としても役に立っているという評価がされているという感じでした。

　また、今回「メールマガジンを知人に紹介したことがありますか」という質問に対しても、半数以上の方が、「ある」というふうに答えておりまして、こういう形で登録者数がさらに増えていくというのは大変いいことかなと思います。

　また、「今後新たに発信していくとすれば、どのような情報が欲しいですか」ということに関しては、かなりいろいろな範囲にわたる希望があったということで、メールマガジンを受けている側の思いと、メールマガジンとしてどういう情報を発信していくかという提供側の思惑とのマッチングが難しい面もあるのですけれども、今後のメールマガジンのあり方も検討していかなければいけないと思いました。

　
中村会長
　どうもありがとうございました。両部会とも非常に有意義な会議をしていただけたと思いますので、ご質問、ご意見、どうぞどんどんおっしゃってください。

東尾委員
　私もホームページを見させていただき、本当によくやっていただいていると思うんですけれども、アクセス数の件につきましては、８月は伸びたといっても25,000件いっていない。１日のアクセスが1,000件弱ということになるわけですよね。一生懸命ホームページを作っていただいて、このくらいのアクセス数しかないというのはいかがなものかなと思います。ＰＲ不足もあるのではないでしょうか。中身としては本当によく考えて行政の方々が頑張っておられると思うんですけれども、このアクセスの数で満足ということはどうも合点がいかないように思うんです。

　メールマガジンのアンケートについても、5,410人の中の471名ということは、回答率は8.7％。それが本当に正しいものなのかどうなのか、本当に熱心に見ている人だけが回答しているものではないのかは、考えていただきたいと思います。

中村会長
　大変難しい問題ですけれども、何かいいアイデアはおありになりませんでしょうか。本当に大事な情報ですので、大阪府民の数を考えたら、もっと増やしたいですね。何か名案がおありの方がいらっしゃるとありがたいのですけれども。今すぐではなくとも、「こういうやり方がある」ということがおありでしたら、ぜひ、音田部会長にお知らせいただければと思います。

　ほかにいらっしゃいませんか。両部会長、本当にありがとうございます。部会については、引き続きよろしくお願いいたします。

　では、議事の３に入りたいと思います。「大阪府食の安全安心推進計画について」、事務局から進捗状況の説明をお願いいたします。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）

　資料２　大阪府食の安全安心推進計画の事業目標について、平成23年度の進捗状況をご説明いたします。

　本計画では取り組むべき施策を１として「生産から消費に至る各段階での食の安全性の確保」、２として「健康被害の未然防止や拡大防止に関する体制の整備、３として「情報の収集及び提供」、この３つの視点で大別し、平成20年４月から５カ年計画で取り組んでいるところです。

　この表は、計画に基づく事業の目標指標を掲げた施策について、平成19年度からの実績、本年度の実績見込み、そして最終目標についてまとめたものです。

　１の「生産から消費に至る各段階での食の安全性の確保」について、計画どおりに進んでいるところです。

　２の「健康被害の未然防止や拡大防止に関する体制の整備」の項目ですが、ほぼ計画どおりに進捗しています。

　３の「情報の収集及び提供」の項目について、若干数値に変更がありますが、おおむね計画どおりに進んでいます。

　いずれにしましても、平成24年度は計画の最終年度です。それぞれの事業目標が達成できるよう、引き続き取り組みたいと思います。

　次に、資料３の最初の項目として、食の安全安心推進計画「第１章　大阪府の現状と課題」に記載していますが、毎年、食の安全安心に関する府民意識の調査を行い、現状の把握に努めています。「食の安全安心に関する府民意識について」ということで、平成23年10月24日～11月３日までネットアンケートを行いました。ネットアンケートに登録していただいている方が2,537名、そのうち70％の方にご回答をちょうだいしました。やはり、小さいお子様をお抱えになっている子育て世代の30代ないしは40代の女性の方が多くエントリーしてくださっています。

　「食の安全安心に関する府民意識」ということで、毎年、「あなたは現在流通する食品を安全安心と思いますか」という問いに答えていただいております。前回が平成23年１月実施で、今回は23年10月実施で、３月11日の東日本大震災の前後でアンケートをとらせていただいきました。震災直後から稲わらの汚染や牛肉の問題もあり、10月にはお米等の問題も出だしたところです。
　「安全安心だと思う」、「どちらかというと安心安全だと思う」ということが、放射性物質の食品への汚染の問題がある前は57.8％であったのが、今回は若干下がっているものの、56.2％ということで、私どもが思うほど変動がなかったということが驚きでもありました。手前みそではございますが、一連の放射能のリスクコミュニケーションといったものが功を奏しているのではないか、と感じています。
　同じように、「どちらかというと安全安心だと思わない」もしくは「安全安心だと思わない」と言われる方が、前回37.1％であったのが若干増え、37.5％ということでした。
　次に、「食品の安全安心に関して不安に思うことは次のどれですか」については、第１位が「偽装表示」、第２位が「輸入食品の安全性」、第３位が「添加物の不正使用」と、ベスト３は変わっていません。放射性物質についての選択肢を今回設けたところ、第４位に「放射性物質の影響」が上がり、52.2％の方が不安に思っていらっしゃいます。
　食の安全安心推進計画要約版の４ページでは、食鳥検査センターが松原食肉衛生検査所の中に統合されたので、食鳥検査センターを削除し、そして「放射性物質」という言葉を入れました。

　８ページでは、貝毒の発生が続いているため、「18年度以降頻繁に」という表現に改めました。

　13ページでは、「食育を通じた食の安全安心にかかわる知識の高揚」ですが、24年4月から健康科学センターとがん予防検診センターが統合されますので、健康科学センターについては削除しました。

　最後、14ページと書かれている項目について、「大阪エコ農産認証制度＜農政室＞」という部分ですが、平成20年の実績から、平成23年の実績に改めました。本日お示しした追加修正を加えて、４月以降にホームページに掲載する予定です。

中村会長
　ありがとうございました。ご質問、ご意見ございましたらお願いいたします。

大門委員
　食の安全安心推進計画が進捗状況としては順調であるというご説明をいただきましたが、アンケートでは、不安要素を抱えている方が減ったとはいえ、なお４割の方が不安を抱いているということについて、今後どういうふうに改善していけばいいのかなと思うんです。進捗状況が順調に着々と進んでいるのであれば、この数字自体も大きく変化があってもいいような気がするのですが、どうしたらいいのかなという疑問を持っています。

中村会長
　本質的な大変難しいご質問だと思いますが、事務局のほうで何かおっしゃることはありますか。

事務局（山本　大阪府健康医療部食の安全推進課長）

　今、大門委員からございましたご質問ですが、不安の解消のためには、いろいろな危機管理情報はもちろんですけれども、安全安心にかかわる情報をいかに府民の皆様に分かりやすく提供していけるかという課題があると思っております。

　事業者あり方検討部会で検討していただいて、大阪版食の安全安心認証制度もすでに制度として発足しているわけでございます。事業者の方にはこの認証制度についての理解がある程度得られても、実際に、事業者の方が生産から販売に至るまでどういう形で取り組んでいただいているかということをどれだけ分かりやすく府民の方に情報としてＰＲしていけるのかが、大阪府の必要なこれからの施策ではないかと考えております。

中村会長
　よろしゅうございますか。この参考資料３の下のほうに、不安に感じる要素というのがございますよね。これが減っていかない限り、いくらＰＲをしても不安は減らないのは当然です。不安要素を全部なくす方向へ動くことまでできればと思いますが、なかなかそこは難しいなと思います。でも、おっしゃったことは大事なことですので、その方向で考えていきたいと思います。

飯田委員
　二つあるんですが、一つは放射性物質の食品の調査のことです。計画では検査を強化するということになっているんですが、それと併せて府民への情報提供、あるいはリスクコミュニケーションの機会をきちっと持っていく計画が来年度においても必要ではないかと思います。
現在、厚生労働省の基準値が提案されていまして、４月から適用するということになってはいます。昨年11月の府主催のシンポジウムの時点では、基準値は決まっておらず食品安全委員会の評価しかなかったため、やや消化不良で情報を得られなかったということだったと思いますので、新しい基準値の考え方なり、あるいはそれが実際にどういう不安や疑問をもたらすのかということに対して、積極的に疑問を解消していくということが必要かなと思います。

　２点目、生食用食肉の施設のことです。消費者庁から、生食用食肉の表示基準の調査について２月３日に公表されておりますが、生食用食肉を年末の時点で扱っている施設は、全国で433施設あるのですが、うち約５分の１の84施設が大阪府内にあるということになっています。しかも、84施設のうち表示基準を満たしているのが２施設しかない。これは表示の問題ですが、昨年の５月時点の調査では、多くの施設が衛生基準をクリアしていないという結果が出ております。府あるいは保健所設置自治体で指導をされていると思いますけれども、引き続き、衛生管理がきちんと守られているのかという、監視指導が必要になってくると思います。

　それから、現在、牛肉の生レバーの提供を自粛するようにということになっていると思いますが、それも研究結果でいうと、すべての牛レバーが汚染されているわけではないということなので、研究あるいは調査をしていくということが引き続き必要になっているのかなと思います。

　生食用食肉を提供する施設が大阪に集中しているという事実を踏まえて、監視指導にあたることが必要かなと思います。

中村会長
　ありがとうございました。リスクコミュニケーションのことも、生食用食肉のことも非常に大きな問題になっています。私、５分の１が大阪にあるとは全然知りませんでしたけれども、このご指摘はとても大事だと思います。ほかにいらっしゃいませんか。

安本委員
　私も、食品の放射性物質の安全安心をどう確保するのかということは、ぜひ、あらゆる機会で大阪府の姿勢として出すほうがいいのかなと思っております。24年度の食品衛生監視指導計画について、今、府民の意見募集をされていますが、計画の変更のところで、食品の放射性物質の安全安心確保対策である特別対策事業が新たに加わりました。この変更については、安心感の持てるように積極的なアピールをしてほしいということです。
もう一つは、放射性物質についていろいろなシンポジウムが開催されていますが、ほとんど定員オーバーという状態になっていますので、積極的に、いろいろな団体とさまざまな工夫をして開催されてはどうかと思っています。

　生食用食肉については、飯田委員と同意見です。これも推進計画を見直されるのであれば、追加で入れられたらどうかと思います。

中村会長
　とても重要なご指摘だと思います。リスクコミュニケーションのことで、何かほかにおありでいらっしゃいますか。

菅委員
　今おっしゃった生食用食肉については私も大変関心を持っており、リスクコミュニケーションの機会もぜひ作っていただいたほうがいいのではないかと思います。大阪で安心して生食用食肉を今後食べられるのか、食べられないのかについては、多くの大阪府民は関心を持っているのではないかと思います。

　私が聞きたいのは資料２ですが、例えば平成23年度の実績は、最終的な目標との関係で達成している度合いを考えればいいのか、平成23年の実績をどう読んだらいいのか、ご説明いただけたらと思います。
この「巡回点検店舗における表示状況（概ね正しく表示されている店舗）」では、割合が示されていますけれども、どういう集計を念頭に置いて出されている数字でしょうか。つまり、何を何で割ったのかとかいうことです。また、現在の状況については、どのようなご認識で平成24年度の目標が設定されているのかというのを教えていただけたらと思います。

中村会長
　事務局お願いできますか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）

　これは20年に立てた計画に基づいて、最終的に24年度の目標に向けて各事業をすすめております。
例えば、23年度の食品関係営業施設の監視指導につきましては、監視指導施設数が増えたり減ったり微妙に変動する部分は各年度ございますが、年度ごとに立てている食品衛生監視指導計画に基づいて行い、監視指導件数は下げないように中身も考慮しながら、監視を行っているというところでございます。
推進計画の目標数値に比べて少し減っている事業もございますが、24年度の目標を目指して、今、その数値に近づけるという努力をしておるところでございます。

　
事務局（大阪府環境農林水産部流通対策室）

　巡回点検でございますけれども、「概ね正しく表示されている店」といいますのは、表示率が90％以上正しい表示をされている店でございます。大手のスーパーもございますが、おじいちゃんとおばあちゃんがやっている青果店といった小さなお店においても、実際ほとんどの表示ができているけれども、１点、２点ができていない場合は90％以上の正しい表示ができているとなります。毎年少しずつ対象となる店の数も少なくなってきていますが、生鮮食料品を置いているお店の府下の全リストを踏まえて4,200～4,300件を巡回し、その表示率を平成24年度には80％にするということで取り組んでおります。

　これはもともと平成15年度から始まっているのですが、そのときは37％しかなかったものが、平成19年度には67％、平成23年度の12月末現在で、約78％まで増えています。巡回に行った先では、表示を簡単にできるような方法もお示ししております。例えば農産物でしたら「○○産」とか箱に表示がありますので「その箱を使って表示してください」とか、食肉店でございましたら、国産をお使いだったら、「当店の肉はすべて国産です。」という掲示をするとか、そういう簡単な方法も取り入れながら順次実績を上げているということで、来年には80％を達成できるのではないかという見込みで23年度の数値を記載しております。

菅委員
　ありがとうございます。今のご説明だと、１年間で巡回した4,200ないし4,300件のうち、100点満点だったお店の割合がこのくらいだと理解したらよいのでしょうか。要するに、是正を求める前の段階で100点だったということなのか、あるいは、是正をしてもらった上で100点になったところもカウントして、こういう割合だというのか、数字の読み方をもう一度確認させていただきたいのですが。

事務局（大阪府環境農林水産部流通対策室）

　是正前で、行った段階で正しく表示できている店が80％あるということになります。
それから、表示が抜けておりましたら、当然、「こういう形で表示してくださいね」と指導しますし、お店から「なかなかこういうのは難しいね」と相談を受けるんですけれども、それにもお応えしながら、地道に実績を上げていくという形でやっております。

中村会長
　そういう意味では、相談を受けることが大事なわけですね。

事務局（大阪府環境農林水産部流通対策室）

　おっしゃるとおりです。

中村会長
　今のお答えでよろしゅうございますか。ほかにいらっしゃいませんか。

金谷委員
　私は高槻市なんですけれども、中核市ですので、資料２の⑦の備考欄のところでは、高槻市の件数は含まれていないというように書かれています。それはそれで納得なんですが、１日食品監視ということで、ここの席にいらっしゃいます淡野委員もご一緒に、毎年高槻市内の大手スーパーで食品衛生監視指導をさせていただいています。保健所のご指導、大阪食品衛生協会様のご指導をいただいて、私たちの会員とともにさせていただいています。私は、みんなが食べることをするのに、なぜ、安心なものを売ろうとか、安心な作り方をしようとか、そういうことができないのかなと、食の安全安心のことで、いつまでたってもいろんな問題が出てくるので、さみしい思いをしています。
１カ月前くらいに、デパートの地下にある飲食店で、期限がとっくに過ぎていた原材料を使用したものを販売していたということがありました。とんでもないことだなと思うのですが、戒めと言ったら変ですが、そういったものを今後出さないということもひっくるめて、この食品監視指導がいかに大切な事業かということを感じます。昨年何となく、こういう監視事業を今後はあまりしないというようなことを聞いた思い出があるんですが、府としては、こういう監視指導は今後一番大事なことですから、続けていくという方針でよろしいんでしょうね。

中村会長
　これは府のほうから何かお答えいただけますか。お願いします。

事務局（山本　大阪府健康医療部食の安全推進課長）

　金谷委員からご質問でございますが、基本的に食品の安全安心の確保のための監視指導あるいは検査というのは、大阪府はもちろんですが、今日オブザーバーでお見えになっておられます大阪市、高槻市、堺市、東大阪市も、それぞれ計画を立てまして、府民の皆様のご意見もちょうだいした上で実施してまいりますので、どんどん省略していくということはございません。

　ただ、本来的にこれは生産、流通、販売すべての事業者の皆様にかかってくることだと考えていますけれども、当然、自主的な管理も必要でございます。そうした中で大阪府としましては、製造所、飲食店、販売店といったところに大阪版食の安全安心認証制度を是非とも取得していただいて、実際にそれぞれの事業所・お店でお仕事されている方に毎日チェックしていただくということが、原材料についてのミスを防ぐ大きな手だてになると考えております。行政ももちろんでございますが、事業者の皆様、また府民の皆様の三者が、食の安全安心というものに常に対峙していく心構えが非常に重要だと考えていますので、今後ももちろん、行政としましては監視指導を進めてまいりたいと考えております。

中村会長
　よろしゅうございますか。

大門委員
　今さまざまなお話を聞かせていただきましたけれども、不安要素が「偽装表示」「輸入食品の安全性」「添加物の不正使用」ということであれば、これは府民が簡単に見抜けないところであると思います。そこのところは行政で頑張っていただかないといけないと思う一方で、私たち大阪府民が今、何をどういうふうにやっていくかということだろうと思うんです。会長もおっしゃいましたように、食の安全が人の命を守ることにつながっていくということをもう少し意識したような情報、食中毒とか、講演、セミナーなど府民がほしい情報をメールマガジンで提供され、みんなで情報を共有して、いかに私たち府民が安全安心な食生活が得られるような知識を持って生活していくかということだと私自身は思うんです。その点どうでしょうか。

中村会長
　おっしゃるようなことをするためにこの会議はあり、特に音田委員の情報発信評価検証部会でも一生懸命やってくださっています。ただ確かに府民の数に比べたらアクセスがあまりにも少ないという問題があります。府民の間でも、こういうものがあるという情報を流してくださって、アクセスする方を増やしていくことが出発点だと思います。

　その上で、ここに入っている情報がこうでなければいけないとか、こういう情報が欲しいとか、そういう府民からのご意見が組み上げていけるわけです。こちらから探すのは難しい。せっかくメールマガジンをつくりましたので、ぜひ活用していただきたいと思います。メールマガジンを増やさないと、今おっしゃったようなことにはなかなかならないと思います。ご希望はたぶん音田委員が受け止めてくださったと思いますので、まずそこからお願いしたいと思います。

小崎委員
　ご承知だと思いますけれども、これまで生食用食肉の衛生基準が順守されていたというのは、馬肉しかありませんでした。そういう施設がないので、食中毒のリスクから考えると牛肉は本来ならば生で食べたら駄目なんですが、一方で食文化という部分があります。

　ですから、リスクコミュニケーションを仮にされるのであれば、どういう切り口でやられるのかということでは、少し慎重にされたほうがいいと思います。

先ほど申し上げたように食文化ということと、リスクという部分に関しては、当然ながら消費者に対してこういうリスクがあるということを情報提供する、あるいは事業者に対して情報提供する、という中でご判断いただくということにならざるを得ない部分があります。その辺の議論、あるいは資料の出し方を少し慎重にやっていただいて、ご注意いただければと思います。

中村会長
　そういうことをきちっと踏まえた上でやらないといけないということで、よく分かりました。よろしいでしょうか。

菅委員
　先ほどお尋ねした質問を踏まえて疑問に思うところですが、「食中毒及び健康被害に繋がるおそれのある食品苦情の発生件数」が、最終目標が1,300件に対して、平成23年度の実績が1,500件で見込まれているということについては、下がっていくほうがよいと単純に考えていいのか、きちんと苦情をくみ取る前提でこの数字を目標にされているという趣旨で、1,300件を達成できる見込みを今お持ちなのかという点と、「大阪府立公衆衛生研究所における残留農薬検査項目数」が200件という目標に対して153件となっているのは、どういう原因に基づくものなのか、達成可能なものなのか、ということについての見通しを教えてください。

中村会長
　事務局お願いします。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）

　食品苦情の発生件数の1,300件という数は、第１回の計画を立ち上げるときも、多いだろうけれど減らせばいいのかと皆さま方で熱く議論されました。

平成19年度で1,500件でございましたが、20年、21年と偽装事件等も多くて、保健所などに入ってくる苦情が20年は2,300件、21年は1,700となっています。その年度によって件数は変動しますが、1,500、1,300がいいのかということになると難しいと考えています。
したがいまして、次期の計画のときに、この設定というものについて、また皆さんでご議論いただければと考えます。

　
事務局（大阪府立公衆衛生研究所）
　残留農薬の200項目の件ですけれども、私は検査担当ではないんですけれども、24年の４月から200項目で残留農薬の検査を開始するというふうに聞いております。

中村会長
　よろしゅうございますか。この推進計画は５カ年計画ですから、24年度が最終年度です。それぞれの事業目標が達成できた、しかも数の問題というよりは中身の問題として、いい方向に進んだとしたい。確かに安全安心が推進できた、この５年間でよくなったと思えるように、最終年度取り組んでいきたいと思いますし、委員の皆様もぜひよろしくお願いいたします。

　では、先ほど副知事から諮問をいただきました「第２期大阪府食の安全安心推進計画」の策定について、事務局から説明お願いいたします。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）

　それでは、資料４「第２期大阪府食の安全安心推進計画」の策定についてご説明いたします。

　まず、計画の位置づけとしては、大阪府食の安全安心推進条例第８条に基づく長期計画であり、「総合的かつ長期的に講ずべき食の安全安心の確保に関する施策の大綱」「その他、食の安全安心の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項」を定めたものです。計画の体系としては三つの視点に分類し、期間としましては、平成25年度から29年度までの５カ年計画です。

　現在の計画の三つの視点における施策の１番目は、生産から消費に至る各段階での食の安全性の確保について、監視指導体制の整備、農林水産物の生産過程での法令の遵守、表示の適正化の推進という項目ごとに取組内容を記載しています。

　２番目は、健康被害の未然防止や拡大防止に関する体制の整備についての施策として、リスクコミュニケーションの促進、緊急時の体制の整備、健康被害の拡大防止のための情報の公表、自主回収報告制度、調査研究等の推進という項目ごとに取組内容を記載しています。

　３番目は、情報の収集及び提供についての施策として、正しく分かりやすい情報の収集及び提供、知識の普及啓発等、事業者の取組みの支援、顕彰の実施という項目ごとに取組内容を記載しています。

　また、現計画を策定しました20年４月以降の食にまつわる主な出来事を記載しています。現計画策定以降の大阪府の新たな取組みとしては、平成21年に大阪版食の安全安心認証制度を創設したこと、食の安全安心メールマガジンの配信を開始したことがあげられます。

　大阪版食の安全安心認証制度は、現在117施設が認証を取得しているところですが、府ではさらに認証制度の周知を図るべく、平成24年度を認証の推進年として、認証取得を推進するとともに、こころちゃんマークの認知度を上げるための取組みを進めていく方針です。また、メールマガジンに関しては、現在の登録者約6,000名に対し、随時情報発信に努めているところです。

　このような状況の中で、第２期計画においての基本的な方向性については、現計画における施策は引き続き取組みますが、さらに重点的に取組むべきテーマとして、放射性物質に対する食品の安全性確保対策を考えております。昨年３月に発生した原子力発電所事故による放射性物質の拡散は、食に関しては大きな問題をもたらしています。放射性物質は、半減期が長いこと、その汚染経路が多岐にわたることから、安全性確保に関して総合的かつ長期的な対策が必要なものと考えております。

　府におきましても、平成23年中には、食品の流通監視や、稲わら、腐植土、しいたけ用原木などの各種調査、食品の放射性物質検査、シンポジウムの開催など、さまざまな対策を行ってきたところです。これらの対策は、主に計画の三つの視点のうちの１番目の「生産から消費に至る各段階での食の安全性の確保」に該当する取組内容であり、次期計画にはこの「生産から消費に至る各段階での食の安全性の確保」の中の一つということで、監視指導体制の整備、農林水産物の生産過程での法令の遵守、表示の適正化の推進に続き、四つ目の施策として、放射性物質に対する食品の安全性の確保対策を新たに追加し、その中に関係する取組内容を盛り込んでいきたいと考えております。

　つきましては、今ご説明した放射性物質に対する食品の安全性の確保対策以外に、次期計画に新規に盛り込むべき施策や取組みについて、ご意見をいただきたいと思います。また、放射性物質に対する対策に関しても、検討すべき取組内容等があれば、ご意見をいただきたいと思います。

　なお、本計画は、来年３月に策定を予定しておりますので、来年２月くらいをめどに答申をいただきたいと考えております。７月及び10月頃には、本協議会を開催し、計画案について審議いただき、その内容について府民や事業者から広くご意見を募集したいと考えております。

　先ほど飯田委員からご意見をいただきました件ですけれども、放射性物質に関することのリスクコミュニケーションが非常に重要だということで、来年度は、リスクコミュニケーションを重点的に行っていきたいと考えております。食品衛生監視指導計画の中にも、放射性物質の検査あるいは監視を重点的に行っていくという形で現在入れています。

　また、昨年４月の終わりくらいに、腸管出血性大腸菌による生食用食肉の食中毒が富山県で発生し、厚生労働省で規格基準について検討され、10月１日に新しい規格基準が非常にスピーディに設定されました。大阪府も、取扱業者への講習会や保健所での説明会等で規格基準を周知し、それに加えて10月から各施設の監視指導を行いました。牛のたたきも生食用食肉の分類に入るのですけれども、営業者のほうでは十分認識できていなくて、販売していたというところも発見されましたが、すぐさま中止させております。

　11月、12月になってから牛肉の生食用食肉をつくる規格基準をクリアした施設が出てきまして、まだわずかですけれども生食用食肉が販売ルートに乗っていっています。周知が十分できていなかったという部分と、生食用の牛肉が出回っていなかったという部分で、少し不適切な店が発見されたという状況です。
中村会長
　ありがとうございました。第１期を踏まえて、第２期５カ年の計画について案の提案ですね。何かこれに関してご希望、ご意見はありますか。

中村（英男）委員
　食の安全安心認証制度のマークというのは、店頭と名刺のみに限定されていると聞いているのですが、それは今でも変わりませんでしょうか。

中村会長
　今のご質問にお答えいただけますか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）

　その施設で製造された食品に付けるものではないということです。
中村（英男）委員

　そうですね。確か商品にはマークを付けてはならない。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）

　食品そのものではなく、基本的に、その施設の中の取組みを評価させていただいております。
中村（英男）委員

　認証されて一定期間無事故であること、かつチェックリストの点数が一定以上であったら、こころちゃんのマークを商品に付けていいということになれば、一般消費者の関心も高くなるし、事業者にとっても意欲がわいてくるのではないかなと思います。

中村会長
　ありがとうございます。商品にマークをつけるような方向にもっていったほうが広がるだろうというご意見は重要だと思いますので、事業者あり方検討部会で、認証制度を議論するとき取り上げていただいたらいかがでしょうか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）

　認証制度の周知につきましては、３月に、認証を受けていただいている117施設の飲食店営業の方、製造業の方、それぞれ皆さんにお集まりいただきまして、認証制度を普及させるための戦略会議を開こうと予定しています。どんどん認証を取っていただくと認証制度の認知度が上がり、さらに認証を取るというインセンティブができますので、私どもも労を惜しまず、知恵を出して、どんどん認証を取っていただきたいと思っております。

中村会長
　認証された方からのご意見としても、今おっしゃったような、食品に付けたいというご意見が出てきたら、考慮することがあり得るということですね。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）

　はい、それは検討させていただきます。

中村会長
　では、そんな方向でよろしいでしょうか。

菊井委員
　第２期の推進計画の説明ですと、生産から消費の各段階において総合的・長期的な取組みをして安全安心確保をしますと最後に言われましたが、東日本大震災の関係では、瓦れきの処理という問題があるんですね。

　おそらく想像を絶する瓦れきの量があるということで、現在の松井知事、それから橋下前知事は、大阪府でも被災地の瓦れき処理をすることについては前向きな姿勢をとられているわけです。被災地を守るということで私たちも認識していますが、一方では、生産者の立場から言えば、風評被害ですね。「生産から消費に至る各段階において」ということですから、生産者も、消費者も大丈夫なのかという不安、不信があります。幸い、大阪府の基準は、国の基準よりも厳しい基準を持っていると新聞等でも聞いているわけですが、瓦れき処理については、一定の検査をして、基準を満たした分だけをこちらに持ってきて処理するということを府民に説明できるような資料、または府民に安心を抱かせるような、風評被害がないような措置をやってもらわないといけないのではないか、その辺を計画にどこかに入れるべきではないかなと思うんです。

中村会長
　瓦れきというと、直接「食」ではないけれども、今お話にあったように、放射性物質を重点的に考えるというところには入ってもいいのではないかと思いますが、いかがですか。

事務局（山本　大阪府健康医療部食の安全推進課長）

　非常に重要な事項だというふうには捉まえております。ただ、この計画の中にそういう文言を入れること自体については、ご意見をちょうだいしなければならないと思っておりますけれども、ちょっと難しい面もあるのかなと考えております。当然、大阪府全体とすれば、受け入れについては一定の基準のもとに積極的に取り組むという方針がございますので、関係部局とのご意見等と調整を図りながら、今日は持ち帰り協議したいと思います。

中村会長
　そうですか。

菊井委員
　確かに今言われたように大きな問題で、大阪府全体の問題と誰もが分かっているわけです。だから、関係部局と協議して相談してと、いつも回答をされますが、私は、府民が本当に心配しているこういう大きな問題をどこかに堂々と書いて説明をする、報告をする、理解を得るという姿勢を示してほしいと思うんです。これは、府民の大きな問題です。

　最近、総理が各府県・市町村に要請をするというニュースを見たんですが、大阪府はいずれにしても前向きに対応しよう、東京に次いでやるということはいいですが、府民は今ものすごく不安です。私どもには、電話やメール等々で、そういう不安の声がくるわけです。だから、「私の部ではないんですが」ではなく、大阪府全体の問題としてきっちり対応してほしいと思います。

　これは食の安全安心にかかわる大きな問題で、想像を絶する量の瓦れきの処理ですので、相当長期間掛かる中で、食の安全に関する風評被害という問題はおそらく起こってくると思います。計画に入れるのがおかしければ、大阪府全体として対応するということをここに書いて、初めから明文化してほしいと思います。

中村会長
　おっしゃっていること、とても大事だと思います。もちろん調整はおありだと思いますが、食とのかかわりということで何かここで考えられたらいいと私も思いますので、ちょっとお考えください。お願いいたします。

小崎委員
　今、菊井委員のお話の中で、冒頭、生産から消費に至る一連の工程という話で、地産地消という言葉は吹っ飛んでしまっているんですよね。確かに、大阪府民の食を大阪府下の農産物で維持するのは当然ながら不可能ですけれども、逆に、「生産」を大阪府はどういうふうに理解するのか。
　一般論でするのか、あるいは、「食」という産業振興も含めて、という話になるのであれば、監視体制その他一般論の話ではなくて、露地物の検査体制を入れていくということであれば、ここの場での話となると思います。おそらく府立公衆衛生研究所しか今のところ検査する場所がないと思うので検査機器の取り合いになるのか、私たちには分かりませんけれども、食にかかわる問題としての論点をもう少しフォーカスを絞ったような書き方をどこかに入れていただければ、先ほどの話は解決するのではないかなと思います。

中村会長
　とても大事なご指摘だと思います。ほかにいらっしゃいませんか。

淡野委員
　東北の薪や木炭を燃やした灰を使用して、あく抜きや製めん等に使っているという実態が判って、灰を加工した食品からセシウムが検出されたという問題が起こっています、製造にかかわっておられるところは注意してくださいという食の安全安心メールマガジンを受信しました。今さら言っても仕方ないんですが、本来こういうのは最初の時点で国が調査するべきで、こういうところも問題が出てきている。
それであるなら、菊井委員がおっしゃるような、瓦れきの処理とまではいかなくても、少なくとも瓦れきの中には住宅や木材が大量にあるわけですから、別にそれをあく抜きという話ではないですけれども、我々の食とは無関係ではなくて、廃棄物の処理の方法についても項目に入れるというのも一つの案ではないのかなと思います。

　どちらにしても風評被害については、もっとより正確に、正しい科学的な情報をできるだけ分かりやすく情報提供していくということを期待して、第２期の計画にもお入れになったらどうかと思っております。

中村会長
　いろいろ工夫はあるということですね。ほかにいらっしゃいませんか。

東尾委員
　生食用の規格基準が決まったということですが、今日会議があるので、昨日、子どもと話したときに「生食用のユッケってもう食べられなくなったね」と言ったら、「お父さん、何を言っているの。どこにでも売っているやないの。やっているやないの」と言う。「なんで？」と言ったら、焼き肉用ユッケとして、業者は焼いて食べるという形で売っているんだけれども、実質は生食用ユッケという形で出しているので、「そんなん、今どこにでもユッケは出ているよ」ということなんです。
　新聞等で見たんですけれども、国の規格基準に適合して販売しているのは、６％なんです。残りの90％強は国の規格基準に適合していないで出しているという事実あります。抜け道となって、消費者が食べるようになっているというのが事実なので、そこを踏まえた上で規格化・基準化を決めていただいたら結構かなと思うんです。

　セシウムの問題にしても、セシウムが少しでも入っていたら「怖い、怖い」ということで言われますが、ただ、本当にどこまでが怖いのか怖くないのか。本当にどこまでが体に悪いのか。

　１億２千万人が日本に住んでいます。保存料というのは体に悪いイメージですが、保存料が無ければ１億２千万人の国民の食の供給ができない。また、農家の野菜にしても、農薬を使うのは体に悪いイメージですが、農薬を使わないと、１億２千万人の国民の食の供給ができないというのも事実です。

セシウムは本当にどこまでならいいのか悪いのか。子どもの頃、中国などが核実験をして、「今日は黒い雨が降るから傘をさして。雨にぬれたらあかんよ」と言われながら、私、60年近く生きているんです。私らの年代、私らよりも先輩がその雨に当たって被害にあったという例も知らないので、本当にどこまで悪いのか。あまりにも報道各方面で、セシウムが悪いと言われたら、消費者というのはびびるんです。今年なんて、鳥インフルエンザに関する報道がなくて、発生しているのかどうかも分からない。
セシウムのことについても、食肉のことについても、規格をきつくするのは結構ですが、本当に守れる規格なのか、もう少し考えていただいたらという気持ちです。

中村会長
　現実をよく見ないといけませんね。何か基準があればいいでしょうみたいなことではない。ほかにいらっしゃいませんか。

　５カ年計画ですので、議論をしているうちにまた大事なことが出てくることもあると思いますけれども、新しいことが出てきたら、それを組み込むということもあるということで、今日出していただいたご意見を勘案しながら、この方向でということでよろしゅうございましょうか。ありがとうございました。では、事務局で計画素案を作成して、次の回に出していただくようお願いいたします。

　
事務局（山本　大阪府健康医療部食の安全推進課長）

　ありがとうございました。それでは、閉会にあたりまして、大阪府健康医療部　髙山部長より、ごあいさつ申し上げます。

髙山健康医療部長
　委員の皆さま方には非常に長時間にわたりまして、情報公開やリスクコミュニケーションをもっと積極的に進めるべきなど、非常に貴重なご意見を賜りまして誠にありがとうございます。健康医療部では、府民の体や心の健康を守るためのさまざまな施策に取り組んでおります。医療体制の充実確保や、健康づくりの推進、感染症対策、生活衛生の維持向上など幅広い業務を行っておりますが、本日のテーマである安全で安心な食生活というものは、府民の皆様の大きな願いでございまして、安全安心ナンバーワンを目指す大阪府にとりまして、食の安全安心を推進することは大変重要なプロセスであると考えております。

　本日協議会でいただきましたご意見をもとに、現在の食の安全安心推進計画の取組み目標が達成できますよう、さらに努力を深めてまいります。また、次期計画の策定につきましては、本日さまざまなご意見をいただき、特に放射性物質に対する食品の安全性確保に関しましては、瓦れきの処理にまつわる不安払拭のための正しい情報提供といった観点や、生食用食肉の問題についてもご意見を賜りました。具体的にどのように表現していくかということにつきましては、さまざまなご議論を踏まえまして、大阪らしいプランを盛り込んだ次期の計画策定に向けて取り組んでまいりたいと思っております。今後とも、委員の皆様方の格別のご指導、ご支援、ご協力をよろしくお願いいたしまして、閉会のごあいさつとさせていただきます。本日はどうもありがとうございました。

事務局（山本　大阪府健康医療部食の安全推進課長）

　それでは、本日の協議会はこれをもちまして閉会とさせていただきます。中村会長、また委員の皆様方、本日は誠にありがとうございました。

中村会長
　今日は、時間が心配になるほど皆さんから活発にご意見をいただいて、本当にありがとうございました。これからもよろしくお願いいたします。
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